
新潟市特定給食施設等指導実施要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は，健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。），健康増進

法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号。以下「省令」という。），新潟市健康増進法に

基づく指導及び助言を行うための届出及び報告の徴収に関する条例（平成１５年新潟市条例第

２２号。）及び新潟市健康増進法施行細則（平成１５年新潟市規則第４６号。以下「規則」と

いう。）に基づき，給食施設に対し適切な指導を行うことにより，利用者の健康管理に努める

とともに，市民の栄養状態の改善及び健康増進を図るために必要な事項を定めるものとする。 

（指導担当者） 

第２条 給食施設の指導担当者は，法第１９条の規定に基づき市長が任命した栄養指導員とする。 

（指導の方針） 

第３条 栄養指導員は，特定給食施設等に対し，省令第９条で定める栄養管理基準を遵守したう

えで，利用者の健康状態に視点をおいた食事を提供し，栄養指導及び健康づくりへの支援が行

われるよう指導するものとする。 

（給食施設指導計画の作成） 

第４条 規則第７条により把握した施設の栄養管理等の実態を評価し，さらに地域の健康・栄養

課題を考慮し，年度及び中長期的な給食施設指導計画を作成する。 

 特に，特定給食施設であって栄養士又は管理栄養士を置かないなど栄養管理上指導の必要性

が高い施設や，地域の優先的な健康・栄養課題への対策として指導及び助言が必要な施設を重

視した計画作成に配慮する。 

（指導等の方法） 

第５条 特定給食施設等に対する指導及び助言は，特定給食施設等へ訪問等を通じて行う個別指

導・助言や，関係者を参集して行う集団指導を実施する。 

（指導の評価） 

第６条 指導を実施した場合は，その計画内容や実施方法及び特定給食施設等の給食管理の改善 

や地域の健康・栄養課題への取組の視点から評価を行い，次年度の計画及び関連事業の展開に 

反映させる。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，指導実施に関し必要な事項は別に定める。 

    

附 則 

この要綱は，平成１６年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２１年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 

 


